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地 域 計 画 と 住 民 参 加
一住民合意形成のための システム分析法一
満 田 久 義
1は じ め に
本稿は,地域計画,と くに自治体の地域計画策定 ・実施過程での住民合意形成1)をはかるた
めに,新 しいSocialTechnologyの開発 ・応用を試み,事例研究を通 して,その有用性と問
題点を明らかにしようとするものである2)。
地域計画への住民参加の意義は,地域づくりの基盤 を成す,(→地域主体(地 域住民 ・行政 ・
企業 ・地域集団など)問での地域問題への共通認識の形成や,地域づ くりに対する共通理念の
確立を可能とし,さ らに,口 地域主体相互の合意形成に基づ く具体的な地域運営 を可能 とする
点(「 地域づ くりの目標設定」と 「地域運営の手段選択」に関する合意形成)に ある。具体的
には,住民側からみれば,計 画への参加によって,住民意思を地域政策へよりよく反映 させ,
住民ニーズのより高い充足 を可能とするし,一方,行 政側にとっては,地域計画,あ るいは個
別事業のより円滑な実施によって,地域づくりの実効性を高めることができる。このように,
地域計画策定 ・実施過程での,で きる限り広範な参加3)は,社会的協働行為である 「地域づく
り」をより円滑に進展させ,か つ,実効性 を向上させ うるのである。
ところが,実 際に行われている地域計画への住民参加は,多様で漠然 としており,必ず しも
予期 した成果を上げているとはいえない。未だ,模索 と試行の段階にとどまっている。
その最大原因は,非 常に多様な地域主体の多元的な考え方を適確に把握 し,それらを調整,
統合するための体系的方法が確立 していなかった点にある。 例えぼ,合 意形成 を支 援 す る
SocialTechnology(「OpinionTe輊nology」4)の未確立は,地域づくりに関す る社会的合
意を極めて不完全なもの5)とし,そのため,い くら専門家が合理的かつ総合的な地域計画を立
て,諸事業間の整合性 を高めたとしても,計画自体は実行性をほとんどもち得なかった。6)
これらのことは,と くに,自 治体での地域計画への住民参加において,し ばしば顕著にみ ら
れる。周知のように,自 治体の地域計画には,地域づ くりの理念的目標(「 あるべき姿」)設
定を目指 した 「基本(総 合)構 想計画」 と,行政による個別事業の実施手順 を定めた 「事業計
画」7)とがある。
まず,基 本構想計画の策定 ・実施過程 をみると,OpinionTechnoaogyを用いた地域づ く
りに関する住民意識(と くに住民ニーズ)の掘 り起こしや,そ の地域主体間での共有化がなさ
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れていないために,基本構想計画の中心課題である地域主体間での地域閥題への共通認識の形
成や,地域づくりに対する共通理念の確立は大きな制約を受け,基本構想計画の実際的内容は
総花的 ・装飾的傾向が著 しい。次に,事業計画をみると,事業内容や事業間の優先順位,あ る
いは事業聞の調整方法に関する合意形成を可能とするOpinionTechnologyが適用 されない
ために,事 業計画に盛 り込 まれた 「地域運営の手段選択」に関する社会的合意が瞹昧で,事業
実施段階になって,反対運動による計画修正や中止の余儀な くされる場合がしばしばある。こ
れらに加 えて,自 治体での地域計画の場合,基 本構想計画 どの関連性,即 ち,地 域づくりの
「理念的目標」と個別の 「実施事業」 とをどのように関連させるかについて,地域主体相互で
明確な合意形成が必要 となる。 ところが,両 計画は全 く別々の手順で立案 されるため,そ の
関連性は極 めて希薄で,現実には,地域主体相互がそれらを共有化するこどは不可能なのであ
る。
このように,地域計画,と くに自治体の地域計画策定 ・実施過程における住民参加の最 も重
要な課題は,住 民に対 して,計 画への参加に関するSocialTechnology(とくに,Opinion
Technology)を提供することであり,その体系化,深化 をはかることにある。 そして,そ の
ことによって,住 民参加の質的向上が可能 となる。
五 地 域 計 画 で の 住 民 合 意 形 成
一〇pinionTechnologyの適用による事例研究一
上記のような見地から,こ こでは,新 しいOpir_ionTechnologyの理論と方法を明らか
にし,神戸市N町 での 「団地開発と農村総合整備を中心 とする地域計画策定 ・実施過程」にお
ける住民合意形成への適用例を示す。
具体的には,Oま ず,ア ンケー ト調査(自 由回答法)に よって,当該地域住民の地域づ くり
に対する意識(と くに住民ニーズ)の掘 り起 こしを行い,口次に,DEMATEL法によって,
当該地域の地域主体が地域づ くりの 「理念的目標」と,個別の 「実施事業」 とをどのように関
連 させているか,そ の複雑な関連性構造(「 地域ニーズ構造」8))を定量的に解明 し,日 きら
に,Three-waymultidimensionalscaling(以後,「3-WAYMDS法 」 と略す)に よっ
て,各地域主体問,あ るいは異質な住民グループ問における 「地域ニーズ構造」の構造的差異
を定量的かつ視覚的に解明する。餉さらに,各 ニーズ項目(地域政策項 目)に対する評価分析
を行い,厂地域ニーズ度構造図」を作成する。㈲これらの一連の 「地域ニーズに関する情報解
析過程」から得 られた地域づくりに関する住民意識の客観的情報を,地 区集会などで,絶 え
ず,地域主体にフィー ド・バックする。そして,相互の話 し合いを通 して,他 の地域主体の地
域づ くりの意識に対する認識 を深め,さ らに諸事業問の優先順位に関する合意形成 をはかると
いう過程 をとる。
このような新 しいOpinionTechnologyの適用による,地域計画への地域主体の広汎な参
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加は,住民合意形成のための基盤 を確立するものである。
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五一1対 象地域の概況 と調査概観
分析対象地域であるN町9)は,神戸市最北端の田園地帯にあるが,比較的都心に近いという
地理的条件1°)のため,近年,急 速に都市化が進展 し,と くに,中国縦貫自動車道開通11)や隣接
市町でのニュータウン開発12)に伴って,町 をとりまく環境は大きく変貌 しつつある。
この周辺環境の変化は,N町 の 『地域オー トノミis)』(「Ecologica1-Socioeco箆omical=
ActorsRelationalSystemにおける自律性」)にドラスティックな変容 をもたらし,そのた
め,環境問題,農 業(と くに就労)間 題,生 活問題など,さ まざまな地域問題が顕在化 してい
る。例えば,地域住民からは,'e自動車道建設やニュータウン開発に伴う自然破壊や騒音,排
ガスなどの環境(公 害)問 題,(⇒離農増大や兼業深化にょる農業構造の脆弱化,あ るいは農業
後継者不足の問題,日 日常生活の広域化,都 市化に伴 う生活関連施設の不足や新 しい行政ニー
ズの噴出の問題などが,最 も主要な問題 として指摘されている。さらに,当該地域の場合,㈱
新規住民の流入や非農家の増大,あ るいは住民の価値観や行動様式の多様化に伴 って,伝統的
村落構造が解体 し,ムラの自治機構が著 しく低下するとい う問題が生 じている。ところで,こ
のムラが問題解決の組織 として有効に機能をしえな くなるという問題は,同時に新 しい問題解
決のための住民組織の再編」 という非常に困難な問題を引き起 こしている(第1図 参照)。
図1
周辺環境
圃
圃
・中国縦貫自動車道
開通・北摂ニュータウン
開発
腫 等ト曝
1北神戸,団腱 設1丶避
N町 の 地 域 シ ステ ム
＼
Ecological
跏 輌 一1⇒(変容歪み)⇒
ActorsRelational
〔地 域 オ ー トノ ミー 〕
〔地域問題〕
環境(公害)問題
農業問題
生活問題
住民組織問題
・現 人 口の約18倍
・全 面 積 の約4割
解決組織
《■〔改善協議会〕
の設立
このような現況に加えて,現 在,N町 では計画人口約4万 人(現 在人口14)2,200人の約18
倍),計画面積約500ha15)(N町全面積13.07km2の約4割)の 北神戸3団 地の建設が予定 され,
すでに,北神戸第1団 地の建設は開始されている。
この大規模なニュータウン開発は・N町 の地域オー トノミーに決定的な衝撃を与 えることは
確実で,こ れに対処するために,新 しい住民組織 「N町改善協議会」が設立 された。 そこで
は,地域住民 と行政が中心となって,N町 のまちづ くりに対する長期的展望の確立,お よび,
総合的な地域計画案の作成を行い,新 しい地域社会の構築をめざしている16)。
次に,当該地域を対象とした2回のアンケー ト調査について,簡述する。
(1)第1回調査(『自己点検調査』)17)
①調査主体:N町 改善協議会(代表,京 都大学牛野正氏)
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②調査期 日:昭 和53年8月31日～9月3日 。
③.`・一_対象:N町 全蹄4°1戸の世帯主(ま た!ま卿 代豪)
④調査方洗:留 置法(調 査主旨ど調査票の説明を,各集落ごとの集会所で行った後,調
査票の各戸配布)。
⑤回 収 率:93%(回収373戸)
⑥調査内容:④N町 の将来像 ・町づ くり(自由回答法)
◎団地開発聞題,農 業問題,生 活環境問題(択 一式)
⑳行政,農 協などへの要望'(自由回答法)
(2)第2回調査(『地域ニーズ構造調査』)
①調査主体:佛 教大学満田研究室
②調査期 日:昭和55年3月17日～19日
③調査対象:④ 改善協議会委員41名
◎行政職員(全 員非地元出身者)8名 。
⑳研究者コンサノセタン ト(院生,学生 を含む)18)9名。
④調査方法:留 置法(各 被調査者宅で,調 査内容 を説明後,郵 送にて回収)。
⑤回 収 率:改 善協議会委員の場合,61%。その他は100%。
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⑥調査内容:第2回 調査は,以下のような手順に従って実施 した。(1)第1回調査で得 ら
れた 「町の将来像,町 づ くり」に関する自由回答(回 答者99名)の文中か
ら,将来像や町づ くりを記述 した195の単語 を抽出し(「単位化」),(2)次
に,討議の結果,23の基本項 目を選択,統合する(「圧縮化」19))。(3)そし
て,23×23の項目間行列(基 本項目相互関連表)を 作成 し,一対比較によ
って,項 目間の関連性を被調査者に評価してもらう。なお,こ こで,選択
統合 された23の基本項目は,地域づ くりの 「理念的目標」 と個別の 「実施
事業」 とに大別することができるので,第2回 調査の調査票を 「地域ニー
ズ項目関連行列調査票」と呼ぶ(第2図 参照)。
∬-21)EIViATEL法によ る地 域 ニー ズ構 造の 定量 的解 明
上記の 「地域ニーズ項目関連行列調査票」から得 られたデータに,DEMATEL法を適用 し
て,N町 の地域主体の地域ニーズ構造を明らかにする。
さて,DEMATEL法とは,『 グラフ ・マ トリックス法の一種で,多数の項目間の一対比較
による関連性行列をもとに,その関連構造を空間(視 覚)表示 しようとするシステム分析法の
...................................
ひとつで,非常に複雑な問題構造を,客観的かつ視覚的に表現することによつて,多様な主体
間での共通認識を確立するための理論』 と定義 されている20)。
そこで,DEMATEL法を適用すれば・多様な地域主体がもつ非常に襷雑な地域柱会の将来
像や地域閧題についての認識を客観化することができ,さ らには,地域つくむの理念的目標 と
地域運営の手段選択 との組合せ も明確化することが可能となる。そして,こ の結果,多 様な地
域主体間での地域づ くりの方向性が具体化 しうると考えられる。本研究で,DEMATEL法を
用いる理由は,ま さにこの点にある。なぜならば,DEMATEL法 を用いて,地 域づ くりに
対する意識(と くに地域ニーズ)の構造 を定式化することによって,住民 ・行政 ・企業(こ こ
では住宅公団)・ 研究者(コ ンサルタン ト)などの地域主体相互間における地域づ くりのコン
センサスを得ること(〈客観的評価による合意形成〉)が 可能 となるからである。
なお,本 研究では,次のような具体的手順で,DEMATEL法を用いた。(1)「地域づ くりに
対す る要望や考え方(自 由回答)」のアンケー ト調査,(2)回答文中から基本項目(キ ーワード)
の選択 ・統合,(3)項目相互の関連性評価調査(以 上,既 述),(4)MDS法21)による項目間の位
置関係(布 置構造)の 視覚的表示,(5)クラスター分析による項目の類型化である。
第3図 は,DEMATEL法を用いて,当該地域の地域ニーズ構造(基 本型)を 示 したもので
ある。同図のごとく,地域ニーズ構造は4つ の基本項目群に大別される。それでは,順次,こ
の4つの項 目群,す なわち,(A)農業基盤整備 を基軸 とする農業振興策項 目群,(B)田園都市
建設,北神戸3団 地開発を基軸 とする生活関連施設整備,自 然環境保全,工場 ・スーパー誘致
20 社 会 学 論 叢
図3
策などのニュータウン開発関連項目群,(C)町づ くりのための住民活動 を基軸 とする住民参加
と地域づ くり活動の項目群,(D)都市的施設の中でも,異質な生活関連施設整備項目群のそれ
ぞれの内容について,地域づ くりの理念的目標と具体的な実施事業どを関連 させなが ら考察す
る。
まず,(A)農業振興策項目群について考えてみよう。
N町の基幹産業である農業は,漸進的に弱体化の方向にある。昭和40年～50年の10年間に,
農業数は約1割,農 業就業者人口は約3割 の減少を示 している。専兼別農家構成は,昭和35年
代の 「オール兼業化」,昭和45年代の 「兼業深化(1兼 から五兼へ)」という全国的傾向と同様
の動 きをみせている。また,N町 では,3.Oha以上の農家は全 くな く,0.5ha未満の零細経営農
家が増大 している。
次に,農 地をどりまく環境をみると,住宅公団によって,水 田(約250ha)の約3割 が買収
されてお り,農家保有山林にいたっては,半分以上が買収されてしまった。
以上述べてきたように,N町 の場合,昭 和45年以後の減反政策や兼業深化に加 えて,住 宅公
団の用地買収 によって,農業生産は著 しく低下 し,ま さに農業は危機的状況にあるといってよ
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い。
さて,こ のような農業の現況を反映して,地域住民の農業振興に関するニーズは,多様で・
現実的なものが多い。最 も重要なものは,(1)圃場整備,大型農業機械の共同利用を中心とする
農業基盤整備で,そ の他には,(2)観光農業や都市農業 の導入や北神戸3団 地への産地直販にみ
られる農業経営の多角化や(3)農協や農政に対する強い期待がある。とくに,農協に対 しては・
農家の立場になっ℃ 営農指導や生活改善に力を入れてほしいという要望が,行 政に対して
は,農政の基本方針に対する厳 しい批判が相次いでいる。さらに,(4)最も深刻な農業後継者不
足の問題 を指摘する者 も多い。
続いて,(B)ニュータウン開発関連項目群について考えてみよう。
田園地帯に位置す るN町ほ,ま だ,青 々とした空 と緑につつまれており,住民もこの自然環
境 を誇 りにし,その保全 を強 く望んでいる。しか し,___.方では,北神戸3団地建設にみられる
ようなベ ットタウン開発 も進行 しつつある。これらのことから,住民も行政 も今後のN町 の将
来像として,緑 豊かな田園都市 を構想 している。
まず,基本項目である 「北神戸3団 地建設」に関す る内容 を分析すると,そ のほとんどが地
域社会に対する団地開発の強烈なインパクトについてである。なかでも,自然環境の破壊,日
常生活の解体に対する不安が大 きく,これらを防止する意味で,開発事業における地元尊重が
切実な要望 として示されている(なお,第3図 のごとく,基本項目 「開発事業での地元尊重」
は,『 ニュータウン開発関連項目群』と極めて関連性が強い(なぜならば,図 中の距離が近い
から))。
次に,い くつかの基本項目か らなる 「都市的施設整備」では,交通体系整備や上下水道 ・都
市ガス,し尿 ・ゴ ミ処理のような生活環境施設のi整備に対するニーズが強い。とくに,交通体
系整備の場合,道 路改修やバス停新設のように利便性 を求めるニーズもあるが,一方では,騒
音 ・排気ガスのような公害対策や交通事故に対する安全対策のような健康性や安全性 を求める
ニーズも強い。とくに,中国縦貫 自動車道の公害に対する反対は非常に強 い。
なお,ニ ュータウン開発計画の中で実施 してほしいものとして,工場誘致 とスーパー誘致が
あげられている。
最後に,開発と保全に関連 した項 目群がある。N町 には数多くの歴史的建造物や伝統行事が
あり,これらを保存する必要がある。また,保存修景地の整備や緑地公園建設 も自然景観保全
の一環 として取 り上げられている。
河川(た め池)整 備の問題 も,「開発と保全」の主要な間題のひとつである。N町 には,水
害の危険がある河川やため池が散在 しており,ニ ュータウン開発の際には,充 分な改修工事が
必要 と考えられる。なお,地元では圃場整備や河川(た め池)改 修工事 を住宅公団の負担で実
施 しようとする動 きがある。
また,河 川整備と関連 して,河川の汚水対策 を望む声 も多い。
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続いて,(C)「住民活動と住民参加」の項 目群 をみてみよう。
N町では,従来から,住民の自発的な 「意思交流 ・調整 ・決定の場」が少な くr皆が地域問
題 について自由に意見を述べられる場が必要であった。 とくに,北神戸3団 地開発 を契機に設
立 きれた 「N町改善協議会」は,町 づくりのための住民活動の中核 として高 く評価 され て い
る。ところで,こ の協議会活動 を通 して住民参加 を進めるに際 しては,役員と一般 町民 とのコ
ミニュケーションを充分に行い,と くに協議会の活動内容を住民に徹底 させる必要があると指
摘 している。このように,N町 住民は,積極的に 「自分たちの地域社会は自分たちの手で作 る
のだ」 という意識 をもっており,行政に対 しても,住民の立場に立 ったサービス向上 を求めて
いる。
なお,協 議会の役員選出に際 しては,現在よりもっと広汎な人選,と りわけ若い人材の登用
が望まれている。これは,新 旧住民の交流に伴って,い ずれ解決 しなければならない問題であ
る。
最後に,上述 した都市的施設の中でも異質な(D)生活基盤施設整備項目群をみると,まず,
公民館,図 書館,公 園(子どもの遊び場)のような教育文化施設の建設への要望が強い。なお,
医療体制や消防(救 急)体 制の現状にはかな り不満で,将来にはもっと便利な体制確立を望ん
でいる。
以上,DEMATEL法 を用いて,当該地域における地域ニーズ構造 を分析 してきた。ここで
解明された地域ニーズ構造(基本型)は,地 域主体(こ こでは,住民 ・行政 ・研究者(コ ンサ
ルタン ト))間において,か な り共通 した構造である22)。
しか し,地域主体それぞれの地域ニーズ構造には,明確な差異がみられるので,次 に,各地
域主体間での構造的差異を明らかにしてみよう。
巫一33-WAYMDS法による地域主体間の地域ニーズの
構造的差異の定量的解明
3-WAYMDS法(個体差多次元尺度法)と は,「複数の異質な構造をもつ関連性行列が与
えられたとき・その関連性行列の構造的差異は関連性の基準(座 標軸)の ウェイトが異なるた
めと想定 し・共通なユークリッド空間上での座標軸のウェイ トを変化させながら,その空間上
で,各項 目間の関連性を示す共通な布置構造 と,一方,ウ ェイ ト空問とを同時に定めようとす
る理論で,こ こでは,各地域主体に共通な地域ニーズ構i造と各主体間の構造的差異 を示すウェ
イ ト空間が表示される。なお・ここでは3-WAYMDS法 のプログラムとして,よ り汎用性
の高いALSCALを用いた23)。
第4図 は,地域住民 と行政(役 場)と 研究者(コ ンサルタン ト)間の地域ニーズに対する構
造的差異(ウ ェイ ト)を示 したものである。
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同図のごとく,行政(役 場)と 研究
者(コ ンサルタン ト)のウェイ ト値は
極めて近 く,このことは,両者の地域
ニーズ構造が非常に類似 していること
を示 している。それに対 して,地域住
民の地域ニーズ構造は全 く異 っている。
そこで,次 に,各地域主体それぞれ
の地域ニーズ構造を分析 して,そ の構
造的差異の内容 を解明 してみよう。
第5図 と第6図 は,それぞれ研究者
(コンサル タント)と行政(役 場)の
地域ニーズ構造 を示 したものである。
両図の比較 より明らかなように,両者の地域ニーズ構造は極めて類似 している。まず,最 も
論理的整合性のある,すなわち,地域づ くりの理念的目標と地域運営の手段的選択の組合せが
明確な 「研究者の地域ニーズ構造」 を分析 してみよう(第5図 参照)。
図5
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研究者の地域ニーズ構造の場合,第3図 の基本型 と比べると,北神戸3団 地開発項目群 と田
園都市建設項目群 とが分離 してお り,_.応,両者を異 ったグループとして捉えている。すなわ
ち,「北神戸3団 地開発」を,ど ちらかといえぼ都市的施設の整備 を重点に捉え,一方,「 田
園都市建設」の場合,自 然環境の保全 と工場 ・スーパーなどの都市的産業誘致 との調和を申心
に考えている。
また,農協の役割と改善協議会活動 との関連 を強 く考えている。これは,研究者がコンサル
タン トとして,現地に入 ったきっかけが圃場整備事業に対する指導であったため,改善協議会
を総合的な町づ くりの推進組織 としてよりも,農業基盤整備のための補助組織 として理解 して
いたことによるのではないかと考えられる。
次 に,「行政の地域ニーズ構造」を分析 してみよう(第6図 参照)。
行政の地域ニーズ構造の特徴は,北神戸3団 地を田園都市建設のモデルとして捉えている点
にある。そのため,ニ ュータウン開発に関連する項 目のほとんどが,ひ とつのグルーフ゜として
集まっている。なお,「農業基盤整 備」が農業振興策項 目群に含まれず,・「開発事業での地元
尊重」 と結びついている。これは,圃場整備事業 を実施する場合,換 地や減歩問題で地元の絶
大客協力がなけれぼ,全 く進展 しえない事 を行政が熟知 していることを反映 したものと考えら
れ る 。
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最後に,「地域住民の地域ニーズ構造」を分析 してみよう(第7図 参照)。
第7図 から明らかなように,「 地域住民の地域ニーズ構造」は,前 者の2つ とは全 く異な
る。
それは,「北神戸3団 地開発」や 「田園都市建設」が,都 市的諸施設の整備とは結びつかな
ず,「 改善協議会の必要性」や 「協議会活動 と住民参加」 といった 「町づ くりのための住民活
動」ヒ結びついている点 に特徴がある。すなわち,地域住民は,団地開発や田園都市建設 をフ
ィジカルなものとしてよりも,メ タ ・フィジカルなものとして捉えている。いいかえると,行
政や研究者は,ニ ュータウン開発を諸施設の建設目標 どしての物的計画の下で実施 しようとす
るのに対 して,地域住民はむ しろ人的計画を重視 し,住民が自発的に地域づ くりに参加 し,自
分たちの生活環境は自分たちで管理 ・運営 しているのだと確信がもてるような地域計画を望ん
でいると考えてよい。
以上,3-WAYMDS法によって,当該地域の地域主体間,す なわち,地域住民 ・行政 ・研
図7
究者間の地域ニーズ構造の本質的な差異が明らかになった。そして,地域住民と行政や研究者
との地域ニーズ構造の本質的差異は,今後の当該地域での地域計画策定 ・実施過程でとくに留
意すべき点であることがわかった。
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非常に多様な地域主体の多元的な考え方 を適確に把握 し,それらを調整 ・統合すること24)
は,地域計画策定 ・実施過程において,最 も重要な課題である。本研究は,こ の課題解決 に対
するひとつの方法を提示 した。そして,こ こで述べたごとく,科学的分析に基づ く客観的情報
をくり返 し住民にフィ厂一ド・バックす ることにタって,地域づ くりに対するパースペクティブ
(「基本構想計画」)の共有化 と計画戦略(「 個別事業計画」)の 明確化が可能とな り,住民
合意形成の基盤は強化 されることとなる。
今日では,住 民参加や住民合意形成は,具 体的現実に即 した新たなSocialTechnology
(OpinionTechllology)の応用時期にきていると言ってよい。
皿 結 び に か え て
一地域計画に対する発想転換の必要性一
私は,本研究で住民参加のあり方 を模索するにつれて,今 日の自治体における地域計画それ
自体に対する発想転換の必要性を強 く感 じている。
従来の自治体での地域計画 は,ほ どんどがハー ドウェア構築をめざしたもので,諸施設の建
設目標を羅列 した物的計画が中心であった。そのため,地域主体の意欲や行動を地域づ くりに
活性化させるような人的計画(社 会計画)は 軽視 されてきた。
ところが,近 年の住民意識の向上に伴 って,住民の側から,『自分たちの生活環境は自分た
ちで管理 ・運営 しているのだという確信』 を求める声が高まってきている。このような地域住
民 の革新に基づ く地域づ くり運動 を進め,社 会的協働行為である地域づくりをより円滑 に進
展させ,実 効性を向上させるためには,地 域住民の《主体的意思決定 ど主導的行動意欲》 を
高 めるような社会計画が不可欠である。 とりわけ,で きる限 り広汎な住民参加 を可能とする
OpinionTechnologyの開発 ・応用の必要性は高 まるといえる。
(註)
1)こ こで,地域計画を自治体の地域計画と限定したのは,住民参加といった場合,『地方自治体行政へ
の,住民の直接的な参画の方式』をさすことが多いからである(例えば,松原治郎(1978)『コミュニ
テ ィの社会学』東大出版会,P146)。
なお.自治省の 「自治体における計画策定過程での住民参加に関する調査」によると.『伝統的な審議
会方式だけでなく,市民意識調査,提言,意 見の募集,住 民集会,計画案の公表など,多様な参加の方
式が試み られてL>る。また,策 定過程の住民参加の方式で,最 も多いのは 「審議会」(87市68.5%)で,
「市民意識調査」(86市63%),「提言または意見の募集」(49市38.6%)「住民集会」(45市35.4%)
と続いている。』(毎 日新聞,1980年6月6日朝刊より)
2)合意形成のための支援技術は 『OpinionTechnology』と呼ばれ,最近,全 国各地でその応用が試
みられている(詳 しくは,〔丹羽 ・司馬(1980)「オピニオン・テクノロジーの展望」 『オペレーショ
ン・リサーチ8月号』,PP.29-32〕参照)。
3)「広範な参加(widespreadparticipation)」については 〔西尾勝(1971)「計画過程における住
民参加O」 『国家学会雑誌』第84巻第9・10号,PP.531-532〕参照。
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4)オ ピニオン:・テクノロジーについては,〔 丹羽 ・司馬他(1980)「オピニオン・テクノロジー特集
「『オペレーション ・リサーチ8月号』,PP.484-512〕参照。
5)従来の 「地域づくり」 に関する合意形成の実態 をみると,し ばしば,行 政と一部有力者との談合
(「根廻し」)に よるもので,多数の住民にとっては捉えどころのなL>ものであった(詳 しくは,〔満田
久義(1979)「むらの自治」 『村落社会の変動と病理』益田庄三,inn,垣内出版,PP.253-297〕参照。
6)例 えば,一部の民間コンサルタント会社が作成 した各市町村の振興計画の申にはこの典型的なものが
みられ・このような地域計画はもっぱら議会対策や住民広報に用いられ,ま さに「絵に画いたモチ」にす
ぎない。なお,地域計画以外の計画,例 えば経営計画では,このような社会的合意の問題は発生 しにく
L>。それは・会社の場合・利潤追求が全ての会社員の統一目標であり,目標設定のための合意形成は不
必要だからである。それゆえ・,専門家はより経営効率が高まるような合理的,総合的な計画を策定する
ことだけを考慮すればよV>。
7)こ こでい う自治体での 「事業計画」とは・ 「土地利用 ・施設計画」,「経済計画」,厂社会(文化 ・教育
・福祉などを含む)計画」,「行財政計画」などである。
8)「 地域ニーズ」とは・住民・行政・企業・地域集団など地域主体が地域形成者として,よ りよい地域
社会を形成するための要求をさし・行政需要どは異なり・どちらかといえば,社会的心理的側面が強L>。
9)N町 は岩谷・上上津・下上津〔以上・上津谷村〕と豊浦,岡,有 井,下宅原 〔以上,宅原村〕より成 り
昭和30年に神戸市と合併 した。なお・N町の概況の詳細は,〔N町 改善協議会(1979)『N町総合改善
計画』,PP.5-28〕参照。
10)神戸市三宮へは,約20km,大阪梅田へは約30kmで,Laずれも通勤可能である。
11)申国縦貫自動車道は,1974年にN町 を分断する形で開通 した。その結果,都 心への便は良 くなるとい
うメリットがあったが,一方では土地買収問題や自動車公害問題というデメリットも発生した。・
12)三田市には,計画人口12万8,000人の北摂ニュータウンが工事中である。
13)著者は 「地域オー トノミー」 について・ 次のような私見をもってU>る。 〈地域〉システムとは,
「Ecological=Socioeconomical=ActorsRelationalSystem(生態系 ・社会経済系 ・主体関係系)」
を下位システムとし・それらが相互に関連 しなが ら・ひとつのまとまり(均衡)を保 ってL>るような全体
システムをさす。このく地域〉システムは外部からのインパクト(例えば,道路建設や工場誘致など)
に対 して,〈 釶域〉ジステム内部のサブシステム,お よび,サ ブシステ墹 の変容,再 編を通 して,
〈地域〉シズテム全体の均衡を保持するという自律性を有すると考える。そして,このく地域〉 システ
ムの自律性をく地域オー トノミー〉と呼ぶ。
ところで・外部からのインパクトが急速かつ激烈であれぼ,地域オー トノミーは有効に機能しえなく
なり・〈地域〉システムの均衡が崩れ,再編することができなくなる場合がある。当該地域のN町 の場
合,北 神戸3団地開発ほ,圧倒的な外部の上位勢力(公 団住宅)主 導によるものであり,そのN町 への
インパクトは・明らかにN町 の地域オー トノミーを解体させうると予想される。それゆえ,伺 らかの新
しい地域づくりよって,地域オートノミーを再生 しなければならなU>。
なお・著者は・すでに,「地域オートノミーの解体と地域自立の問題」を基本的視座に,大飯原子力
発電所建設が地域社会にどのようなインパクトを与え,どのような地域間題を生起させているかを,調
査研究してL>る(詳しくは,『電源開発と地域開発(タ イプ印刷)』(1980)を参照)。
14)N町の人口(世帯数)の推移は,1960年1,875人(378戸),1965年1,765人(375戸),1970年2,088人
(409戸),1975年2,218人(431戸),1980年2,285入(489戸)で,1970年頃から除々に増加 している。
15)計画地区内の約8割 は日本住宅公団によって,す でに買収されてL>る。なお,日本住宅公団に土地を
提供してL>なL>家は,わずか5%に すぎず,ほ とんどすべての住民が何らかの形で,ニ ュータウン開発
に関わってL>る。
16)N町改善協議会は,昭和51年の 「住民会議」を出発点に昭和53年に設立され,現在まで,住民主体に
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よる地 域 づ くりを め ざ して,活 発 な住 民 活動 を進 め て い る。
17)こ の 調 査 の結 果 の 詳 細 は,〔N町 改 善 協議 会,前 掲書 〕 を参 照 。
18)院 生,学 生 諸 君 は,一 年 間 に わた り,当 該 地 域 の 調 査 研究 に協 力 した 。
19)基 本 項 目の選 択 ・統 合 に際 して は,KJ法 を参 考 に した 。 また,そ の過 程 で主 観,恣 意 が 混 入 しが ち
で あ るの で,本 研 究 で は,そ の作 業 を8名 の研 究 者 に よる討 議 と多数 決 原 理 に従 って行 った 。 な お,
「潤U>のあ る町 」 や 「明 るい 町 」 の よ うに感 覚 的 表現 をど の よ うに 捉 え るか につ い て,合 意 が 得 られ
ず,こ の よ うな 「単 語 」 は採 択 しなか った 。 その 結 果,選 択 され た23の基 本 項 目は,ハ ー ドな施 設面 に
偏 る傾 向 が あ る。 この 点 は今 後 の課 題 と して残 され てv>る。
20)"DEcisionNiAkingTrialandEvaluationLaboratory"の頭 字語 で あ るDEMATEL法 ど
は,BattelleMemorialInstituteのDEMATELプロジ ェク トで の思 想 に基 づL>て開 発 され た方
法 の こ とで あ る。DEMATELプ ロジ ェク トは,個 々 の 国 で は解 決 しえ ない よ うな全 人 類 が抱 えて い
るWorldProblelnsを明確 化 し,各 国 間 の相 互 協力 を高 め よ う と した 研 究 プ ロジ ェク トで,E・
FontelaとA.Gabusの 指 導 の下 に,選 択 され た48の世界 問題 に対 す る各 国 指 導 者 の相 互 の 考 え方
にっV)て理 解 を深 め た 。 な お,詳 し くは,〔E.FontelaandA.Gabus(1975)"StructuralAn-
alysisoftheWorldProblematique(Methods)",DEMATELReportInnovativeMethods
No.2,BattelleGenevaResearchCenter,Geneva,Switzerland〕参 照 。
21)MDS法 とは,MultidimensinalScaling(多次 元 尺 度構 成 法)の こ とで あ る。 こ こ で用V>たの は,
非 計量 的 多次 元 尺 度 構成 法の う ち,最 も一 般 的 な ク ラス カ ル のモ デ ル で あ る。 ク ラス カ ル は,『 所 与 の
対 象(こ こ で は地 域 ニ ー ズ基 本 項 目)間 の(非)類 位 性(関 連 性)デ ー タの 順 序情 報 を,可 能 な 限 り保
存 す る よ うな 計 量 空 間上 の対 象 間 距離(対 象 の 布 置)を 求 め る』 た め に,次 の よ うな理 論 を提 案 し
た。 か れ の モ デ ル は,『 所 与 の対 象 間 の(非)類 位 性 デ ー タOijに,単 調 変 換mを 施 した 後 の数 量 デ
ー タdijと,仮 に定 めた次 元 教r(な るべ く少 数)の 計 量 空 間上 にお け る対 象 間 距 離dijと が,最 小
自乗近 似 をす る よ うな 「単 調 変 換 」 と 「対 象 の布 置(空 間 配 置)」 と を同 時 に定 め よ う とす る もの で あ
る。 す な わ ち,こ の理 論 を用L>れば,「 地 域 ニ ー ズ の よう な主 体 の主 観 的 評 価(非 計 量 的 デ ータ)か ら
客 観 的(計 量 的)情 報 を抽 出 し,地 域 ニ ー ズに 関 す る潜 在 構 造(「 地 域 ニ ーズ構 造 」 と名 づ け る)を 少
数次 元 の計 量 空 間 に視 覚 的 に表 現 す るこ と」 が で き る。 、
なお,本 研 究 で 用 い たMDS法 と ク ラス タ ー分 析 を適 用 した住 民 ニ ーズ構 造 分 析 につ い て は,〔 満
田 久義(1978)「過 疎 地 域 住 民 の 行政 ニ ー ズの構 造 分 析 」,『農林 業 問題 研 究 』 第14巻 ・第2号(第51号),
PP.15-21〕に詳 し く述 べ られ てい る。
22)こ こで は,地 域 主体 間 に共 通 な地 域 ニ ー ズ構 造 を抽 出 す るた め に,全 被 調査 者 の回 答 代 表 値(こ こ で
は最 頻 値)を 採 用 し,全 地 域 主 体 を母 集 団 と して構 造 モ デ ル を分析 した。
23)3-WAYMDS法 の解 法 に は,v>ろL>ろあ るが(〔J.B.KruskalandM・Wish(1978)"Multi-
dimensionalScaling",SAGEUP.,PP.60-73〕),ここで は,threewaymatrix(3元デ ー タ行
列,三 方 向 の並 び を もつ デ ー タ行 列)を 用L>,行 列間 の組 織 的差 異 を 「重 み つ きユ ー ク リ ッ ド ・モ デ
ル」 で 表 わ し,解 法 は 「交 互 最 小 自乗 法(anAlternatingLeastSquaresmethod」と 「最 適尺 度 変
…換 法(OptimalScaling)」を用 〉々るALSCALプ ログ ラムに よ った(ALSCALに つU>てほ,
〔Y.Takane,F.Young,J.DELeeuw(1976)``Nonmetricindividllaldifferencesmultidimen-
sionalscaling:analternatingleastsquaresmethodwithoptimalscalingfeatures."Psy-
chometrika42,PP.7-67〕参 照)。
なお,ALSCALに つい て,Mcgill大学 の高 根 芳 雄 助 教 授 か ら教 示 を受 け た。
24)住 民 意 思 を統 合,調 整 す るた め の方 法,す な わ ち,事 業 間 の優 先 順 位 や 事 業間 調 整 の 方 法,あ るい は
事 後効 果 の評 価 方 法 な ど につ い て は,別 の機 会 に譲 る。 なお,こ の ひ とつ の試 み と して,当 該 地 域 を対
象 とす る 「地 域 ニ ー ズ度 評 価 分析 」 を行 ってい る。 その 一 部 は,1980年日本 社 会 学 会 大 会 に おい て 発 表
した。
